
 

≪短信：“運転員らに有害”な硫化水素「無処理放出」！≫ 

前々号『鳴り砂』短信等で言及してきた硫化水素の拡散・運転員らへの影響につい

て、東北電力は“寝た子を起こす・ヤブヘビ”を恐れてか？具体的な拡散計算・安全

証明を放棄していますので、再度“素人なりの簡易拡散計算”を行なってみます。 

 

ここで、１号機廃棄

物処理建屋「沈降分離

槽」（固定源）で発生

した硫化水素は、換気

空調系を通じて１号機

排気筒から“無処理放

出＝垂れ流し”され、

目測で約 300m 離れた

「２号機制御建屋」や

「緊急時対策建屋」の

「外気取入口」に拡散

到達するものとします

【図は前々号の再掲：2022.3.23 資料１・別紙 11-15 頁に一部加筆。右下挿入図は審

査書 4頁図の一部】。 

また、“素人計算”が可能なよう

に、広く利用されている『ガウス・

プルームモデル』【図は外川織彦ら

「原子力防災における大気拡散モデ

ルの利用に関する考察」JAEA-Review 

2021-021、pp.11-12。ちなみに同モ

デルは東北電力も採用＜前掲資料

１・別添-13 頁等＞】に基づく『基

本拡散式』【引用は宮城県資料】を

用い、拡散パラメータ「σｙ、σｚ」

は表 1.2.1-3の計算値を用います。 

そして、１号機排気筒から上記両

建屋までの距離ｘは「300m」、水平

方向のｙ座標は「0m」（風下）とし、さらに、東北電力に倣って「保守的な評価条件

を設定」＜前掲資料１・別紙 8-1-2頁＞することとし（計算を簡単にする筆者の方便？）、

有効煙突高 He（設置許可申請書：排気上昇・下降は無視）とｚ座標は同じ「125m」（＝
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風が排気筒頂部から各建物換気口に向かって吹く）とし、＜＊同表を参照した後記試

算を踏まえ＞大気安定度（Ａ～Ｇ）は「Ｇ（強安定）」で、風速 uは「１m/s」（小さ

いほど拡散しにくい）とします。 

さらに、前々号「簡易計算」に準

じて、タンク気相部の曝気前の硫化

水素分圧Ｐs₀ は“保守的”に「1atm

（100%＝1000000ppm）…ア」を仮定

し、30分曝気による空気注入総量と

硫化水素気化量（20℃・1atm）の合

計＝総排気量「① 251.988 、②

1519.429 、③13255.33」（㎥）の３

通りを考慮し、曝気開始直後の排出

速度Ｑp(㎥ N/s：30 分平均)は「①

0.1400、②：0.8441、③7.3641」(㎥

N/s)とします。 

 

上記の様々な“保守的”条件で計

算すると、右下計算表のとおり、「ｘ＝300m」地点での拡散希釈後の硫化水素濃度Ｃ

は、「①＝0.0009（㎥/㎥）＝900ppm、②＝0.0054（同）＝5400ppm、③＝0.0467（同）

＝46700ppm」となります。＜＊試算では、条件③で、Ａ・風速１⇒0.000335、Ｂ・風

速１⇒0.000728、Ｃ・風速２⇒0.000847、Ｄ・風速１⇒0.004549、Ｅ・風速２⇒0.004270、

Ｆ・風速２⇒0.009727。∴Ｇ・風速１⇒0.046686が最悪。＞ 

また、①～③のいずれ

のケースでも、希釈割合

「Ｑp／Ｃ」の値より、硫

化水素は「約 160倍に希

釈」されることが分かり

ます（ｘが増加するとＣ

は低下し、遠方になるほ

ど拡散希釈されるという、

当然の結果となります）。 

実際には、空気注入に

伴い硫化水素分圧（⇒Ｑ

p）は低下するため、上記

値は曝気直後の最大値で

す。そして、30分曝気後

の硫化水素分圧「①53%、

②16%、③2%」を考慮すれ

ば（上記Ｑp に最終分圧

ｘ 100 200 300 400
ｙ 0 0 0 0 0
ｚ 125 125 125 125 125
u 1 1 1 1 1

He 125 125 125 125 125
αｙ 0.921 0.921 0.921 0.921
γｙ 0.038 0.038 0.038 0.038

σｙ 2.641 5.001 7.265 9.468
αｚ 0.7940 0.7940 0.7940 0.7940
γｚ 0.0373 0.0373 0.0373 0.0373

σｚ 1.444 2.505 3.456 4.343

①　Qp 0.1400 0.1400 0.1400 0.1400 0.1400

Ｃ 0.0058 0.0018 0.0009 0.0005

23.9702 78.6935 157.7376 258.3480

②　Qp 0.8441 0.8441 0.8441 0.8441 0.8441

Ｃ 0.0352 0.0107 0.0054 0.0033

23.9702 78.6935 157.7376 258.3480

③　Qp 7.3641 7.3641 7.3641 7.3641 7.3641

Ｃ 0.3072 0.0936 0.0467 0.0285

23.9702 78.6935 157.7376 258.3480

大気安定度：Ｇ

希釈割合　Ｑp／Ｃ

希釈割合　Ｑp／Ｃ

希釈割合　Ｑp／Ｃ



 

を掛けて再計算すれば）、最小値Ｃは「①470ppm、②860ppm、③930ppm」となります。 

以上より、曝気作業中（現在も週に一度とか定期的に実施？スラッジが 50㎥以下に

なっても必要）の排気筒からの無処

理放出・拡散後の濃度Ｃは「①900

～470ppm、②5400～860ppm、③46700

～930ppm」と推定され、それらの値

より、同タンクの曝気中、排気筒か

ら無処理放出された硫化水素は、

300m 拡散希釈後にも「許容濃度

10ppm」【国立環境研究所研究報告第

188号（R-188-2005）井上雄三編、3

頁】を超え、さらに「即死」レベル

にさえ達する可能性もあることが示

されます。 

したがって、当該無処理排気がそのまま各建物内に取り込まれ運転員らがそのまま

吸入すると考えれば、「運転員らに有害」であることは明らかです。『毒ガスガイド』

が「…運転員については、対象発生源の有無に関わらず、有毒ガスに対する防護を求

める」＜ガイド 5頁＞として「予期せぬ有毒ガス対策」を求め、東北電力は自給式呼

吸器（酸素マスク）装着

などの対策を講じるとし

ていますが、（建物内の

全運転員が）給気中の硫化水素を十分に吸引し、異常に気付いてから（即死に至らず）

自給式呼吸器を装着したり換気設備を隔離（外気取入中止）しても、既に手遅れで、

だからこそ「検出・警報装置の設置」（設置許可基準規則 26条３項 1号）が必要なこ

とは明らかです（曝気中に重大事故が絶対起こらないという保証はありません）。 

 

上記結果に対し、東北電力は、そもそも風が排気筒頂部から各建物換気口に向かっ

て吹く（He＝ｚ）ような最悪の気象条件となる確率は極めて小さく、また、同タンク

換気空調系からの高濃度硫化水素含有排気は、他の箇所からの（低～ゼロ濃度）排気

で希釈され、その後に排気筒から放出されるから“問題ない”などと主張・反論する

と思われますが（単に無視？）、データを一切示さず、希釈イメージだけで安全性を

一方的に主張（常套手段！）しても、説得力はありません。得られた「①900～470ppm、

②5400～860ppm、③46700～930ppm」に鑑みれば、各建物給気が許容濃度以下になるに

は、排気筒放出前に他の換気空調系との混合により「4670～47倍」に希釈される必要

がありますが、同タンクの換気空調系と同程度の排気設備が１号機に「最低 47系統」

もあるとは考えられません。また、‘排気し切れないほどの硫化水素が突然大量放出

される’という 『東北電力・電中研理論』に基づけば、③46700ppm を遙かに上回る

「予期せぬ」大量放出が起こり得るはず（『理論』は事故原因説明のための単なる詭

弁なので、今後実際に生じるはずはないとでも主張する？）ですから、排気筒放出前



 

の希釈実態の解明・放出後の拡散評価を、適宜実施する必要があると思います。 

一方、‘細部を検討できない規制委・波風を立てたくない規制庁役人’も、本件事

故を軽視・無視し、『共用問題』に目をつぶり、他原発へ波及しないよう『毒ガスガ

イド』の不備を黙殺し、「固定源＝対象発生源なし」との東北電力の弁明【前掲資料

１・別添-20頁】を容認し、

硫化水素の「予期される」

危険性を見逃した責任は、

極めて重大です。加えて、

「運転員らに有害（＝事故

時の対処能力を著しく低下

させる）」な硫化水素無処

理放出が、今後も同タンク

曝気時に繰り返されること

が「予期される」（前号指

摘の「当該タンク内に硫化水素が継続して発生・蓄積している状況」＜2022.5.16 女

川原発 4月分定期報告別紙＞）にも関わらず、２号機中央制御室や緊急時対策所に「検

出装置・警報装置」を設置させないまま再稼働を容認することは、前号の繰り返しに

なりますが、法的にも大きな問題だと思います。＜なお、9.22に東北電力は単なる表

現修正・記載適正化等を補正し（規制庁役人の最大関心事！）、それに満足した規制

委は 9.28、同タンクを無視し‘発生源がないから警報等の設置も不要’とした、中身

のない 6.30 付工事計画変更

申請を認可【審査結果 2頁】。

実際には影響評価も運転員防

護設計確認もなされておらず、

毒ガス防護の不備・違法状態

は放置されたままです。＞ 

福島第一原発事故の最大の原因は、事業者側も規制側も（＝原子力ムラ全体が）、

万が一の最悪の事態を想定せず、最初から事故の可能性を排除し詳細な検討も行なわ

ず安全と決めつけていたことにあったことを、決して忘れてはならないと思います。 

 

なお、東北電力が、同タンク換気空調設備の排気能力や事故時の実際の曝気量（空

気注入速度）・排気量、事故時やそれ以前の気相部・液相部の硫化水素濃度などの「基

本的データ」を公表すれば（まさか事故後に意図的に廃棄？企業秘密？）、そして何

より“プロ”である東北電力・電中研が厳密な拡散評価を実施すれば、本稿のような

“素人計算・ケチつけ？”は直ちに撤回します。 

【本稿の拡散計算・条件設定・数値解釈等に“初歩的誤り”があればご指摘ください。

特に、東北電力・電中研からの具体的ご指摘・反論は大歓迎！】 

＜宮城県資料 https://www.pref.miyagi.jp/documents/13314/125846.pdf ＞ 

 ＜2022.10.1完 仙台原子力問題研究グループＩ＞ 

https://www.pref.miyagi.jp/documents/13314/125846.pdf

